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大学進学率に関する実証分析

—国際比較を通じて—

船橋伸一 （富山大学アドミッションセンタ ー）

高等教育の就学率に対して， 経済成長が大きな影響を及ぼすことは広く知られている。 そ

こで本稿では， 経済成長やそれに伴う GDP の増大に伴って， 高等教育の就学率が受ける影響

について， 統計資料をもとに実証分析を行った。 高等教育の就学率を国民 1 人あたりの GDP
額などに回帰したところ， 強いプラスの効果が検出された。 ところが， 説明変数に平均寿命

や 65 歳以上の割合を加えると， 国民一人あたり GDP 額の効果は消失し， 平均寿命や 65 歳以

上割合， さらには刑務所収容率と高等教育就学率との間に統計的に有意な関連が見られた。

この解釈として， 保健変数が子ども数の少なさを代理している可能性と ， 刑務所収容率と合

わせて国民の福利への支出水準を代理している可能性の二つが考えられる。

1. はじめに

本稿の目的は， 高等教育の就学率に影響を

及ぼす要因を明らかにすることである。 もち

ろん国によって高等教育制度は大きく異なる

ため， 比較は容易ではない。 修業年数や中途

退学制度ひとつ取っても， 国によって制度が

異なるのは周知の事実である。 一般に経済成

長などの経済指標が高等教育の就学率に影響

を及ぼすことは広く知られているが， 本稿で

は， そうした指標が直接， 高等教育の就学率

に影響を及ぼしているのかを明らかにする。

まず人々がより高い教育を受けようとする

インセンティブとして ， より高い教育を受け

ることによって， より高い収入を得られる可

能性が指摘できる。 この学歴による賃金への

影響については， 船橋(2007)が大卒者は高

卒者に比べて， 昇進が早く規模の大きい企業

に勤める割合が高いことを実証分析によって

示し， その解釈として能力が高く成果給によ

って高い賃金を得ている可能性を示すととも

に， 規模・業種・職種・役職が同じであって

でも ， 業績が良く賃金が高い企業に勤務して

いる可能性を指摘している。

またこれらを都道府県別に調べたものとし

ては， 友田(1970)は国内の都道府県別の大

学進学率について分析を行い， 大学進学に影

響を及ぼす要因として， ある地域の教育風土，

つまり文化的要因が関係していることを示し

ている。 これは出身階層の影響を示すと考え

られる親の年代が大卒者である割合と ， 文化

の影郷を示すと考えられる全ての年代が大卒

者である割合の相関係数を比較した場合， 前

者のほうが相当下回ったことに依拠しているC

つまり， 高学歴者の多い地域の文化度は高い

ため， そこに住む高校生は親の学歴に関わら

ず， より高い教育を受けようとする動機が生

じるというのである。

また当然のことながら ， 大学に進学するの

に必要な学費を負担する収入があるかどうか

も ， 進学率に影薯を及ぼす要因であることは

明白である。 石川(2006)は4年制大学進学

率に影響を及ぼす要因として， 高卒初任給額

が4年制大学進学率に対してマイナスの影響

を ， そして大企業比率と大学収容能力がプラ
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スの影響を及ぼしていることを明らかにして
いる。

海外の研究に目を向けると ， より高い教育
を受けようとするインセンテイプについては，

Mincer (1974)の人的資本仮説による説明 ，

もしくはSpence (1973)のシグナリング仮説
による説明が広く知られている。

また教育の収益率に関する研究としては
Psacharopoulos (1985)が ， 世界 60カ国のデ
ータを用いた分析を行い ， 高等教育の収益率
は初等・中等教育に比べて低いことを示して

いる。 それでは高等教育を受けようとする動
機には， 賃金以外に何があるのであろうか？

一般に先進国においては発展途上国に比べ
て子供の数が少なく， 子どもに高い教育を受
けさせる傾向があることが知られている。 つ
まり子どもの数と， 受けさせる教育の質がト
レー ドオフの関係になっていると推測される。

より高い教育を受けさせようとする親側の立
場について ， Becker and Lewis ( 1973)は ， 教
育が親の子供に対する姿勢を量から質へと変
えると指摘している。 つまり子供の数と子供

にかかる教育費を考慮した結果 ， 子供の数を
少なくし ， その代わり十分な教育を受けさせ
る傾向があることを示している。

よって本稿では高等教育の就学率に影馨を
及ぼす要因を明らかにするため， 世界各国に
おける高等藪

＇
育の就学率(UNESCO定義）に着

目し ， 経済指標である 「1人あたりの GDP額」 ，

「経済成長率」 ， そして保健指標である 「出生
率（合計特殊出生率）」 ， 「平均寿命」 ， 「65歳
以上の割合」 ， そして社会指標である「総人口」 ，

「人口に占める移民比率」 ， 「（人口l, 000人あ
たりの）刑務所収容率」 ， といった要因が及ぼ
す影響を取り上げ， 分析を行っていく。 なお
本稿で はWorld Development Indicators 
database and CIA World Fact bookから最新

のデータを得た。

2. ■ 馴の富等教冑就拳寧に●わる璽因
ここで属性をコントロ ールしない高等教育

就学率などを階層別に分けたデー タを比較し
てみたところ ， 以下の結果が得られた。

図 1 就学率階層別の1人あたり GDP額

35,000 
30,000 
25,000 
20,000 
15,000 
10,000 
5,000 

゜

（単位：ドル）

29,185 

恙» 辮
糸 釆 禾

惑 ロ汐
")-悉C

.g\
c 忍° も窓

ふ
ヽ

� 

図2 1人あたり GDP額階層別の就学率
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図3 就学率階層別の65歳以上の割合
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囮4 65歳以上の割合階層別の就学率
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図6 平均寿命階層別の就学率（単位 ： ％）
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図7 就学率階層別の合計特殊出生率
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図5 就学率階層別の平均寿命（単位 ：歳）
図8 合計特殊出生率階層別の就学率
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これらの 図から は， 1人あたり GDP額が多
いほど高等教育の就学率が高いこと ， そして
その逆も成り立つことが分かる。 また人口に
占める 65歳以上の割合や 平均寿命が高いほ

ど， そして合計特殊出生率が低いほど高等教
育の就学率が高いこと ， そして その逆も成り
立つことが分かる。

そこで様々な属性をコントロ ールして ， 高
等教育の就学率に影響を及ぼす要因について
分析を行っていく。 なお， 分析対象とした国
名 は表 4に記した。

もちろん保健指標と高等教育就学率との関
係 は， 経済指標である国民1人あたりの GDP
額が橋渡しの役割を果たす疑似相関の関係に
過ぎない可能性も考えられる。 経済が豊かな
ほど 平均寿命が延び， 経済が豊かなほど高等
教育就学率が高まるに過ぎないので はないか
という疑問である。 そこで， こうした可能性
を排除するため ， 説明変数に GDP額と経済成
長率を採用した。

ここで は 「高等教育就学率」 を被説明変数
とし ， 「 1人あたりの GDP額」， 「経済成長率」，

「出生率（合計特殊出生率）」， 「 平均寿命」，
「 65歳以上の割合」，「移民比率」，「人口l, 000 

人あたりの刑務所収容率」， 「 総人口」 を説明
変数とし ， 他の変数をコントロ ールした最小
二乗法を用い， 分散不均 ーを修正して重回帰

分析を行った。

3. 分析繍暴
なお， この分析結果から明らかになった

のが表 1~3である。 表 1 において ， 経済指
標である国民1人あたりの GDP額 は， 当初，
高等教育の就学率に対して非常に強い影響を
及ぼしていたが ， これに保健指標である 平均
寿命， 65歳以上の割合などを加えると影嘔を
及ぼさなくなった。 これ は GDPの上昇から経

済的に豊かになったことにより ， 乳児死亡率
の低下などが生じ， 平均寿命が上昇した可能
性が指摘できる。 そのため子どもの数より質 ，

つまり教育を重視するようになった可能性が
高い。 そして少子化により 65歳以上の割合が
高まった可能性がある。 ここで 平均寿命 ， 65

歳以上の割合といった指標が有意な影響を及
ぼすひとつの解釈として は ， 社会全体でみた

子供数の代理変数になっている可能性が指摘
できる。 ここで人口l, 000人あたりの末成年
者数といった指標があれば， より直接的にこ
のことを示すことができると推測されるが ，

そうした国別の数値 は残念ながら得られなか
った。 なお， 表 1と表3において ， 出生率 は
高等教育就学率に強い影響を及ぼしていない。
しかし， 子供が高等教育を受けるの は， 出生
からおよ そ18年近く経ってからなので ， 現在
の出生率が影響を及ぼしていないものと思わ
れる。

それと は別の解釈もあり得る。 国民 一人あ
たりの GDPが高くなっても ， 政府が適切に教
育環境の整備をしなければ， 国民 は高等教育
を受けること はできない。 その 場合に は ， 65

歳以上の割合（高齢者比率）や 平均寿命が，
政府による国民の福利への支出水準の代理変
数となっている可能性もある。

つぎに表2において， 総人口 ， 移民比率と
いった社会指標を加えた 場合 ， 1 人あたりの
GDP 額 は ， 高等教育の就学率に対して非常に
強い影響を及ぼし続けたままであった。また，
人口 1, 000人あたりの刑務所収容率が高等教
育の就学率に対してプラスの影響を及ぼして

いるが， これも ， 政府の国民の福利に対する
支出水準の代理変数である可能性が高い。 す
なわち， 国民の福利を向上させるために ， 政
府 は犯罪の摘発を積極的に行うような国ほど，
刑務所収容率が向上するとともに， 国民の高
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等教育就学率も向上するものと考えられる。
今回の分析を通して ， 経済成長率， 国民1

人あたりの GDP額といった経済指標が高等教
育の就学率と無関係なのではなく ， 相関があ

る可能性 ， そして ，保健指標である 平均寿命 ，

65歳以上の人口比率が高等教育の就学率に
最も影響を及ぼすことを示すことができた。
同時に ， その理由としては ， 65歳以上の割合

（高齢者比率）や平均寿命が ， 社会全体でみ
た子ども数を代理している可能性や， 犯罪の
摘発向上 （刑務所収容率の向上）の変数と同
じく国民の福利への 政府支出と結びついてい

る可能性を指摘することができた。
今回の分析においては単純なOLSを実施し

たことから ， 必ずしも因果関係を特定できて
いない可能性がある。 例えば GDPは教育水準
に影響を及ぼすが ， 逆に教育水準が高くなれ
ば， それだけ 一国の人的資本が向上すること
によって ， GDP が高くなるという双方向の因

果関係もあり得るためである。 またここで採
用した経済指標が ， 短期的な影響を見ていて ，

長期的な影響を捉えておらず ， 長期的な影響
が保健指標に反映された可能性は否定できな
い。 そこで長期間にわたる 平均成長率を説明
変数として採用し ， 経済成長が急であれば教
育整備が間に合わないという仮説を検証する

ことを検討したが ， 残念ながらデータが得ら
れなかった。 ただ ， そうした問題に部分的に
も対処するために ， 表3では ， 一時点での経
済成長率を導入した。 それでも ， 保険指標や
刑務所収容率といった変数は統計的に有意で
あり ， これらの変数が長期的な経済指標の代
理変数となっているという可能性は低いもの
と推測される。

今回の推定結果は ， 未だ不十分な点も多い
が ， 高等教育就学率の国別の差異を解釈する
ひとつの見方を提示できたと考える。

表1 高等教育就学率 （対数値）に関する推定結果

高等教育就学率 高等教育就学率 高等教育就学率
定数項 15.3649*** ·20.3362** ·26.4015*** 

(7.82091) (·2.18884) (·5.35798) 
1人あたり GDP額 .789941E·03*** .190543E·03 .181214E·03 

(4.18131) (1.09286) (1.05940) 
出生率 （合計特殊出生率） ·.695562 

(·.926501) 
平均寿命 .403136*** .453964*** 

(3.42669) (4.88900) 
65歳以上の割合 2.17154*** 2.26413*** 

(7.26190) (8.34964) 
決定係数 .367460 .717429 .716611 

自由度修正済決定係数 .363097 .709469 ·.710666 
サンプルサイズ 147 147 147 

注： 1) 有意水準 •IO%, ** 5 %, *** 1 %。

2) ( )内の数値はt値。
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表2 高等教育就学率 （対数値）に関する推定結果

高等教育就学率 高等教育就学率 高等教育就学率
定数項 15.3649*** 12.1245*** 16.0575*** 

(7.82091) (4.1704) (7.85816) 

1人あたり GDP額 . 789941E·03*** .886866E·03*** .847357E·03*** 

(4.18131) (4.32461) (4.33667) 

経済成長率 .698597 

(1.82697) 

総人口 ·.522881E·08 ·.265355E·08 

(·.883791) (·.512203) 

移民比率 ·.183357 ·.146473 

(·1.35755) (·1.09154) 

決定係数 .367460 .386259 .373748 

自由度修正済決定係数 .363097 .368971 .360610 

サンプルサイズ 147 147 147 

注： 1)有意水準 •10%, •• 5 %, ••• 1 %。

2) ( )内の数値はt値。

表3 高等教育就学率 （対数値） に関する推定結果
高等教育就学率 高等教育就学率

定数項 ·21.9964** ·57.0293*** 

(·2.42352) (·3.99415) 

1人あたり GDP額 .163114E·03 .160085E·03 

(.800940) (.598162) 

経済成長率 .270195 .176724 

(1.17087) (.579065) 

出生率 （合計特殊出生率） ·.570229 3.03212** 

(·.749385) (2.19643) 

平均寿命 .389939*** .665666*** 

(3.33528) (4.26819) 

65歳以上の割合 2.26096*** 2.36914*** 

(6.40331) (5.77295) 

総人口 ·.654186E·08 .142533E·08 

(·.929623) (.207902) 

移民比率 .067653 .042041 

(.707946) (.366949) 

1,000人あたりの刑務所収容率 .042075*** 

(4.23290) 

決定係数 .722897 .717612 

自由度修正済決定係数 .708942 .695021 

サンプルサイズ 147 109 

注： 1)有意水準 •10%, •• 5 %, ••• 1 %。

2) ( )内の数値はt値。
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表4 分析対象の国名 アルバニア， アルジェ
リア， アンゴラ、 アルゼンチン， アルメニア， ア
ルバ

， オーストラリア， オーストリア， アゼルバ

イジャン，
バーレーン，

バングラディシュ，
バル

バドス，
ベラルーシ，

ベルギー

，
ベニン， ボリビ

ア， ボツワナ， プラジル， プルネイ， プルガリア，

プキナファソ， ビルマ（ミャンマー） ， ブルンジ，

カンボジア， カメルーン， カナダ， 中央アフリカ，

チャド， チリ， 中国，
コ ロンビア，

コ モロ，
コ ス

タリカ，
コ ートジボワール， クロアチア， キュー

バ
， キプロス， チェ コ

， デンマーク， ジプチ， ド
ミニカ共和国， エルサルバドル， 赤道ギニア，

エ

リトリア，
エストニア，

エ チオピア， フィンラン
ド， フランス， ガボン， ガンビア， グルジア， ド
イツ， ガーナ， ギリシャ， グァテマラ， ギニア ，

ギニアI::--サウ， ガイアナ， ホンジュラス， ハンガ
リー

， アイスランド， インド， インドネシア， イ
ラク， アイルラ

・

ンド， イスラエル， イタリア， ジ
ヤマイカ， 日本， ョルダン， カザフスタン， ケニ
ア， クウェート， キルギス， ラトヴィア， レバノ
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